別　紙　１
事業計画書
	申請企業名
	

	代表者の職名・氏名
	

	本社所在地
	

	事業の実施場所
(県内に限る)
	※事業の実施場所が本社所在地と異なる場合は、主たる実施場所を記載すること。


	資本金
	千円
	全従業員数
（交付申請書提出時）
	人

	事業の業種
	※日本標準産業分類の「中分類」及び「細分類」からそれぞれ選択し、記載すること。

　　
例：（中分類）１８　プラスチック製品製造業
（細分類）１８５１　プラスチック成形材料製造業

　

日本標準産業分類　（中分類）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　
　（細分類）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業


	
	特別枠（補助率2/3）の該当
□　該当する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□　該当しない
□航空宇宙産業　　□ヘルスケア産業　□食料品産業　
□エネルギー産業　□半導体産業　　　□データセンター産業

	担当者の職名・氏名
	

	担当者の連絡先
	（TEL）
（FAX）
（E-mail）


１　事業計画の概要（見積書ごとに記載すること。）
　　　【機械・設備】
	設備名
	見積額（円）

	
	円

	
	円

	合　　　　　　　　計
	円…Α


　　【福利厚生施設】
	施設名
	見積額（円）

	
	円

	
	円

	合　　　　　　　　計
	円…Ｂ


　　　【補助申請額】　　　
	補助対象経費
	見積額（円）
	補助率
	補助申請額

	機械・設備
（Ａ）
	円
	
	

	福利厚生施設
（Ｂ）
	円
	
	

	合　　　　　　　　計
	円
	
	千円


※「見積額」は消費税抜き金額を記載すること
　 （Ａ）＜（Ｂ）の場合は、（Ｂ）の見積額を（Ａ）の見積額と同額とすること

　 「補助率」は特別枠については2/3、それ以外は1/2を記載すること
　 「補助申請額（見積額×補助率）」は、千円未満を切り捨てること　

　　　
２　事業計画のスケジュール
　（１）設備等導入予定日　　　　：　　年　　月　　日
　（２）設備等費用支払完了予定日：　　年　　月　　日
３　資金調達内訳　
	区　分
	金　額（円）
	備　　　　考

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	県　　補　　助　　金
	
	

	そ　の　他　の　経　費
	
	

	合　　　　　　　　　計
	
	


　　※他補助金（国及び岐阜県（その支援機関）の補助金）との併用は不可
４　賃上げ率　※小数点以下第２位を四捨五入
	（１）交付申請時[現状]（基準日～交付申請日）
	％

	（２）交付申請時[目標]（交付申請日～申請１年後）
	％



